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①急速な技術革新
１ 急速な技術革新と超スマート社会（Society 5.0）の実現
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○ＡＩ技術の発達
⇒ 定型的業務や数値的に表現可能な業務は、ＡＩ技術により代替が可能に

例えば、健康・医療分野においては、今後、「病気を診る」ことはＡＩが行い、医師は「病人を
診る」ことにこれまで以上に向き合うことができるようになるだろう。このような変化が、社会
のあらゆる分野において起こっていくと考えられる。

⇒産業の変化
プラットフォーム・ビジネスの展開やクラウドによる情報の分散化、所有と利用の分離などが原

動力となり、産業構造は大きく変化するだろうと言われている。
⇒働き方の変化

情報通信技術の発達によりモバイルワークの導入も進み、企業に雇われない働き方（自営的就
労）を行う者が急速に増えていくことが予想される。このことは、時間と場所を問わない柔軟で
自由な働き方を可能とする一方で、業務のモジュール化とアウトソーシングを更に加速していく
と考えられる。

⇒「働くこと」自体の意味の変化
人間が現在担っている仕事が、ＡＩやロボットによって代替されるようになれば、多くの人が

「生きるための」労働から解放され、より「自己実現」や「生きがい」のために働けるようにな
るとみる向きもある。

（出典）「Society 5.0に向けた人材育成～社会が変わる、学びが変わる～」

○日本の課題
⇒ＡＩに関する研究開発に人材が不足
⇒少子高齢化
⇒つながりの希薄化
⇒自然体験の機会の減少

○人間の強み
⇒現実世界を理解し意味づけできる感性、倫理観
⇒板挟みや想定外と向き合い調整する力、責任を
持って遂行する力

「ＡＩと人間との関係を対立的にとらえたり、必要以上に不安に思ったりするのでなく、むしろＡＩを、
人間の能力を補助、拡張し、可能性を広げてくれる有用な道具ととらえるべきであろう。」



１ 急速な技術革新と超スマート社会（Society 5.0）の実現
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②超スマート社会（Society 5.0）
○Society 5.0における学びの在り方、求められる人材像
ＡＩ等の先端技術が教育にもたらすもの⇒学びの在り方の変革へ
（例）・スタディ・ログ等の把握・分析による学習計画や学習コンテンツの提示

・スタディ・ログ蓄積によって精度を高めた学習支援
（学習状況に応じたコンテンツ提供、学習環境マッチング等）

○Society5.0における学校
・一斉一律授業の学校

→ 読解力など基盤的な学力を確実に習得させつつ、個人の進度や能力、関心に応じた学びの場へ
・同一学年集団の学習

→ 同一学年に加え、学習到達度や学習課題等に応じた異年齢・異学年集団での協働学習の拡大
・学校の教室での学習

→大学、研究機関、企業、ＮＰＯ、教育文化スポーツ施設等も活用した多様な学習プログラム

共通して求められる力：文章や情報を正確に読み解き対話する力
科学的に思考・吟味し活用する力
価値を見つけ生み出す感性と力、好奇心・探求力

新たな社会を牽引する人材：技術革新や価値創造の源となる飛躍知を発見・創造する人材
技術革新と社会課題をつなげ、プラットフォームを創造する人材
様々な分野においてＡＩやデータの力を最大限活用し展開できる人材

等

（出典）「Society 5.0に向けた人材育成～社会が変わる、学びが変わる～」



持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals：SDGs）

２ 持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）
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○ 持続可能な開発目標（SDGs）とは，2001年に策定されたミレニアム開発目標（MDGs）の後継と
して，2015年9月の国連サミットで採択された「持続可能な開発のための2030アジェンダ」にて記
載された2030年までに持続可能でよりよい世界を目指す国際目標です。
17のゴール・169のターゲットから構成され，地球上の「誰一人取り残さない（leave no one 

behind）」ことを誓っています。
SDGsは発展途上国のみならず，先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）なものであり，日

本としても積極的に取り組んでいます。

（出典）外務省HP「JAPAN SDGs Action Platform」



○職場でのコミュニケーションの円滑化や労務管理などのために、様々な機能を持ったビジネスICTツールが
開発、利用されている。

○総務省の平成29年通信利用動向調査によると、我が国の企業におけるテレワークの導入率は13.9%であっ
たが、新型コロナウイルスの影響で一気に導入が進み、今後もさらに拡大していくと予想される。また、
クラウドソーシングによる地方での働く機会創出が進むことで、働く場所や時間の制約がなくなることか
ら、ライフスタイルに合わせた働き方が実践しやすくなっていくものと考えられる。

①ICTの進化による仕事と働き方の変化

３ 雇用環境の変化
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○AI・IoT・ロボットにより、機械化可能性の高い定型業務や単純業務は自動化する一方で、AIを導入・運用
する職業や、AIの登場により新しく生まれる職業などに就く人が増加すると考えられる。個人の業務では、
AIでは判断が難しい業務やAIを活用したうえでの判断するための能力・知識を必要とする業務に変化して
いくことが予想される。

○AIの普及に対応するため企業が従業員に求める能力は、業務遂行能力、創造性、人間的資質などが高く、
こうした基礎的な能力の重要性は変わらないと考えられる。一方で、個別業務に対応したスキルや新たに
創出される職業に求められるスキルの習得は必要になるため、学びなおしの必要性が高まっている。

人工知能（AI）の導入による職業の変化

機械化可能性
が高い職業

機械化可能性
が低い職業

新しく創出
される職業

AI導入当初 AIの利活用拡大

AIの業務効率・生産性の向上効果により、
機械化可能性が高い職業のタスク量が減少

AIの新規事業創出効果により、
新しく創出される職業のタスク量が増加

『AIを導入・普及さ
せるために必要な
仕事』と『AIを活
用した新しい仕事』
の２種類の仕事に
より、タスク量が
増加

AIの普及に対して企業が従業員に求める能力

（出典）総務省「平成30年度 情報通信白書」



○終身雇用、年功序列からの変化
⇒ 転職・再就職者の採用機会拡大、同一労働同一賃金に向けた支援の実施

○外国人材の受け入れ
⇒ 一定の専門性・技能を有し、即戦力となる外国人材に関し、就労を目的とした新たな在留資格を創

設。

○副業・兼業の推進
⇒ ガイドラインの策定やモデル就業規則の改定など普及を図り、副業・兼業を通じた創業・新事業の
創出に関する好事例の横展開を図る。その際、長時間労働を招かないよう、労働時間管理の在り方等に
ついても整理する。

○長時間労働の是正
⇒ • 36協定でも超えることができない罰則付きの時間外労働の上限規制を導入し、長時間労働を是正

するため企業文化や取引慣行の見直しを推進。
• 労働者の生活時間を確保し、健康な生活を送ることができるよう、勤務間インターバル制度の導

入についての環境整備を行う。
• 労働時間管理の厳格化や良好な人間関係づくりを通して、労働者が健康に働くための職場環境の

整備を行う。産業医・産業保健機能の強化等を図る。また、新たな規制に対応した監督指導体制
を強化する。

○高齢者の就業促進
⇒ 65歳を超えた継続雇用延長・65歳以上の定年引上げ促進を進めていくための環境整備を図る。また、
エイジレスに働くためのキャリアチェンジや雇用ではない働き方を促進するとともに、高齢期の生活困
窮を防ぐため就労支援の強化を図ることにより、意欲ある高齢者に多様な就業機会を提供していく。

②働き方改革

３ 雇用環境の変化

5（出典）内閣官房「働き方改革実行計画のフォローアップ」



４ 高校生の現状
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p.7～p.14まで、上記調査結果を掲載



４ 高校生の現状

7（出典）文部科学省・厚生労働省「第16回21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」（平成30年9月）



４ 高校生の現状

8（出典）文部科学省・厚生労働省「第16回21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」（平成30年9月）



４ 高校生の現状

9（出典）文部科学省・厚生労働省「第16回21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」（平成30年9月）



４ 高校生の現状

10（出典）文部科学省・厚生労働省「第16回21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」（平成30年9月）



４ 高校生の現状

11（出典）文部科学省・厚生労働省「第16回21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」（平成30年9月）



４ 高校生の現状

12（出典）文部科学省・厚生労働省「第16回21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」（平成30年9月）



４ 高校生の現状

13（出典）文部科学省・厚生労働省「第16回21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」（平成30年9月）



４ 高校生の現状

14（出典）文部科学省・厚生労働省「第16回21世紀出生児縦断調査（平成13年出生児）」（平成30年9月）



４ 高校生の現状

15（出典）ベネッセ教育総合研究所「第5回学習基本調査DATABOOK」



４ 高校生の現状

16（出典）ベネッセ教育総合研究所「第5回学習基本調査DATABOOK」



４ 高校生の現状

17（出典）（財）一ツ橋文芸教育振興協会、（財）日本青少年研究所「中学生・高校生の生活と意識 -日本・アメリカ・中国・韓国の比較- （2009年2月）」



４ 高校生の現状

18（出典）文部科学省「学校基本統計」

※ 「大学短大進学率」は、昭和58年度以前は通信制への進学を除いており、厳密には昭和59年度以降と連続しない。



４ 高校生の現状

19（出典）文部科学省「学校基本統計」

※ 「大学・短大進学率」には、昭和58年以前は通信制大学短大への進学を除いているが、昭和59年以降はこれを含んでいる。



５ 国の教育改革の動き 政府の基本方針

20（出典）教育再生実行会議「技術の進展に応じた教育の革新、新時代に対応した高等学校改革について」（第11次提言）



５ 国の教育改革の動き 政府の基本方針

21（出典）教育再生実行会議「技術の進展に応じた教育の革新、新時代に対応した高等学校改革について」（第11次提言）



５ 国の教育改革の動き 高等学校改革の動向

22（出典）中央教育審議会 新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキンググループ「高等学校教育の現状について」



５ 国の教育改革の動き 高等学校改革の動向

23（出典）中央教育審議会 新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキンググループ「高等学校教育の現状について」



５ 国の教育改革の動き 高等学校改革の動向

24（出典）中央教育審議会 新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキンググループ「高等学校教育の現状について」



５ 国の教育改革の動き 高等学校改革の動向

25（出典）中央教育審議会 新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキンググループ「高等学校教育の現状について」



５ 国の教育改革の動き 高等学校改革の動向
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・国語科における科目の再編
「現代の国語」「言語文化」「論理国語」「文学国語」「国
語表現」「古典探究」

・地理歴史科、公民科における科目の新設
「地理総合」「地理探究」
「歴史総合」「日本史探究」「世界史探究」
「公共」

・共通教科「理数」の新設

・「総合的な学習の時間」から「総合的な探究の時間」へ
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高等学校を取り巻く現状と課題認識

新型コロナウイルスの感染拡大を通じて再認識された高等学校の役割・在り方

○ 教科の知識・技能の教授以外に、生徒にとって安全・安心な居場所を提供するという福祉的機能や
社会性・人間性を育むという社会的機能をも有するという高等学校の多面的な役割・価値を再認識。

○ 新型コロナウイルスの感染症の感染拡大を受け、生徒が長期間登校できない状況下において、ICT
も最大限活用した学習保障の必要性が顕在化。

○ 対面指導かICT活用かという二元論に陥ることなく、最適な組合せにより、多様な生徒を誰一人取
り残すことのないよう、個別最適化された学びと、社会とつながる協働的・探究的な学びの実現が
必要。

５ 国の教育改革の動き 中央教育審議会での検討

○ 高等学校には多様な入学動機や進路希望、学習歴、背景を持つ生徒が在籍しており多様な実情・
ニーズに応じた学びの実現が必要。

○ 生徒の学校生活への満足度や学習意欲は中学校段階に比べて低下しており、高等学校における教
育活動を、高校生の学習意欲を喚起し、その能力を最大限に伸長するためのものへの転換が急務。

○ 大学入学や就職などの出口のみを目標とすることなく多分野に関する理解や、新たなことを学び、
挑戦する意欲を育むための学びが不可欠。

○ 産業社会や社会システムの激変、少子化の進行等の社会経済の有り様を踏まえた高等学校の在り
方の検討が必要。

個々の授業における個に応じた指導という側面に加え、生徒の興味・関心等に応じた学校選択や科目
選択を可能・容易にするという側面からの個別最適化

（出典）中央教育審議会 新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキンググループ「新時代に対応した高等学校教育の在り方（論点整理）概要」



各学科・課程に共通して取り組むべき方策

１．20年後・30年後の社会像・地域像を見据えた高等学校教育の推進方策
○ 将来社会を牽引する人材の育成のためには、国内外の大学や企業、地元自治体等の関係機関とも連携

して学校外の教育資源も最大限活用した高度な学びを提供することが必要であり、また、多くの学校に
おいて高度な学びにアクセスすることを可能とするための学校間ネットワークを構築。

○ 中山間地域や離島などの地域に立地する高等学校は、自宅から通学可能な唯一の高等学校として、多
様な生徒のニーズに応えるための役割が求められることから、ICTも活用して複数校がそれぞれの強み
を共有することにより、地理的制約を超えて多様かつ質の高い学びの機会を提供。

○ 公立高等学校の配置を含めた在り方については、都道府県において、高等学校が持続的な地方創生の
核としての機能をも有するという意識を持ちつつ、地域社会の関係機関と丁寧な意見交換を通じて、教
育水準の維持・向上に向けて検討することが必要。その際、総合教育会議等を活用した首長部局との連
携も有効。

２．スクール・ミッションの再定義／スクール・ポリシーの策定
○ 各設置者が、各学校の存在意義や期待される社会的役割、目指すべき学校像をスクール・ミッション

として再定義。
○ 各学校は、スクール・ミッションに基づき「卒業の認定に関する方針」「教育課程の編成及び実施に

関する方針」「入学者の受入れに関する方針」の３つのスクール・ポリシーを策定・公表し、カリキュ
ラム・マネジメントを通じて教育活動を一貫した体系的なものに再構成。

３．地域社会や高等教育機関等の関係機関との協働
○ 各高等学校のスクール・ミッションや実情等に応じ、地方公共団体、高等教育機関、企業や経済団体、

NPO法人や福祉機関等との連携を推進。例えば、地域を支えるために必要となる力の育成を目指す学校
においては、地方公共団体等との協働体制であるコンソーシアムを構築し、地域を題材とした探究的な
学びを提供。

５ 国の教育改革の動き 中央教育審議会での検討

28（出典）中央教育審議会 新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキンググループ「新時代に対応した高等学校教育の在り方（論点整理）概要」



学科・課程の特質に応じた教育実践の充実強化
１．学科の特質に応じた教育実践の充実強化
（普通科改革）
○ 高校生の約７割が在籍する普通科においても、一斉的・画一的な学びではなく、生徒の能力や興味・

関心等を踏まえた学びを提供するという観点から、各学校の特色・魅力化の取組に応じて、「普通教
科を主とする学科」の普通科のほか、以下のような学科を設置者の判断により設置することを可能化。
• SDGsの実現やSociety.5.0における現代的な諸課題への対応を図るために、学際科学的な学びに

重点的に取り組む学科
• 地域や社会の将来を担う人材の育成を図るために、地域社会が抱える課題の解決に向けた学びに

重点的に取り組む学科
• その他普通教育として求められる教育内容で特色・魅力ある教育を実現すると認められる学科

（専門学科改革）
○ 経済団体等の産業界を核とし、地域の産官学が一体となって将来の地域産業界の在り方や高校段階で

の人材育成の在り方を検討するとともに、それらに基づく教育課程の開発・実践を推進。
○ 最先端の職業教育を行うためには、施設・設備の充実が不可欠であり、設置者による計画的な整備や

国・地方公共団体における財政的措置の充実が重要であるとともに、地元企業等の施設の活用等の
様々な工夫による最先端の施設・設備に触れる機会の創出も有効。

（総合学科改革）
○ 多様な科目開設を通じた主体的な学習を促す教育活動を更に推進するため、「産業社会と人間」を核

としつつ、３年間の授業を系統的に実施することが必要。多様な科目開設を実現するために、ICTも活
用して他校の科目を履修して単位認定する仕組みの活用や、外部人材の活用を推進。

２．定時制・通信制課程での多様な学習ニーズに応じた取組の推進方策
○ 制度創設時と異なり、勤労青年以外にも多様な生徒を受け入れてきた定時制・通信制課程の現状を踏

まえ、多様な学習ニーズに応じてより一層きめ細かく対応できるよう、SC・SSW等の専門スタッフの
充実や関係機関との連携を図るとともに、ICTを効果的に利活用した指導方法等の検討・支援。

３．高等学校通信教育の質保証方策
○ 通信制高等学校で学ぶ全ての生徒が適切な教育環境下で存分に学ぶことができるよう、質保証を徹底。

５ 国の教育改革の動き 中央教育審議会での検討

29（出典）中央教育審議会 新しい時代の高等学校教育の在り方ワーキンググループ「新時代に対応した高等学校教育の在り方（論点整理）概要」



①人口減少の状況

三重県の人口は平成19（2007）年をピークに減少局面に入っており、今後大幅な人口減少が見込まれます。

（出典）「三重県人口ビジョン」平成27年10月

６ 人口減少、少子化の進行
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①人口減少の状況
６ 人口減少、少子化の進行

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、本県の総人口は令和７（2025）年には171万人に、令和27
（2045）年には143万人まで減少することが見込まれています。

（出典）「三重県人口ビジョン将来展望時点修正」（令和２年４月）
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（平成27年度の予測）



②人口（社会減）の状況

大学進学先
（H30.4進学者）

就職先
（H31.3卒業生）

本県高校生の卒業後の進路について、大学進学者の約８割は県外大学に進学している一方で、就職者の８割
強が県内に就職しています。

６ 人口減少、少子化の進行

（出典）文部科学省「学校基本調査」
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③中学校卒業者数の推移

中学校卒業者数
16,489人（R2）

中学校卒業者数（予測）
15,434人（R8）

県内の中学校卒業者数は年々減少を続けており、今後とも減少が続く見込みです。

（出典）三重県教育委員会調べ

６ 人口減少、少子化の進行
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中学校卒業者数
29,994人（H2）



R２年 55,208人
外国人住民数の推移

本県の外国人住民数は、平成20年をピークに
減少していましたが、平成26年から6年連続
で増加しました。

H20年 53,082人

（出典）三重県教育委員会調べ

（出典）三重県調べ

県立高等学校における日本語指導が必要な外国人生徒
の数は２６２人（令和２年度）となっています。

日本語指導が必要な外国人生徒数

７ 外国人住民数及び生徒数
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（１）学校数

（２）生徒数

（３）教員数

本校 分校 合計

全日制 53 1 54

定時制 11 11

通信制 2 2

①学校数、生徒数、教員数（県立）

８ その他の参考データ
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H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
43,010 42,397 42,271 41,780 42,074 41,692 41,399 40,591 40,020 39,089

全日制 38,891 38,401 38,215 37,606 37,833 37,537 37,324 36,623 36,185 35,233
定時制 1,887 1,837 1,860 1,931 1,947 1,889 1,825 1,729 1,693 1,679
通信制 2,232 2,159 2,196 2,243 2,294 2,266 2,250 2,239 2,142 2,177

高等学校

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1
3,167 3,154 3,135 3,088 3,061 3,034 3,019 2,990 2,968 2,877

全日制 2,930 2,911 2,894 2,850 2,833 2,805 2,788 2,759 2,737 2,654
定時制 203 210 207 205 196 196 199 200 200 195
通信制 34 33 34 33 32 33 32 31 31 28

高等学校

（出典）文部科学省「学校基本調査」



８ その他の参考データ
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③県立高等学校の教育課程による分類 【令和２年４月入学生】
全日制課程

普
通
科

専
門
学
科

コース
制

工業

家庭

四日市（国際科学）、四日市南（数理科学）、四日市西（比文・歴史、数理情報）、
四日市四郷（スポーツ科学）、白子（文化教養）、久居（スポーツ科学）【単】、
伊勢（国際科学）、名張青峰（文理探究） 【単】、尾鷲（プログレッシブ）【単】

桑名、桑名西、桑名北、川越、四日市、四日市南、四日市西、朝明、四日市四郷、
菰野、神戸、白子、石薬師、稲生、亀山、津、津西【単】、津東【単】、久居【単】、
白山、松阪、相可【単】、宇治山田、伊勢、南伊勢（南勢、度会校舎）、志摩、上野、
名張青峰【単】、尾鷲【単】、木本、紀南【単】

四日市農芸（生活文化）、白子（生活創造）、亀山（総合生活）、久居農林（生活デザイン）、
相可（食物調理）、明野（生活教養）

桑名工業、四日市工業、四日市中央工業、津工業、松阪工業、伊勢工業、
伊賀白鳳（機械・電子機械・建築デザイン）【単】、尾鷲（システム工学）【単】

定時制課程

普
通
科

専
門
学
科

総
合
学
科

桑名、北星【単】、飯野【単】
松阪工業【単】、
伊勢まなび（昼間部）【単】、
上野、名張【単】、尾鷲【単】、
木本【単】

北星（情報ビジネス）【単】、
四日市工業【単】、
伊勢まなび（夜間部：
ものづくり工学）【単】

みえ夢学園【単】

通信制課程

北星【単】、松阪【単】

水産 水産（海洋・機関、水産資源）

看護 桑名（衛生看護）

情報 亀山（システムメディア）

福祉 朝明（ふくし）、明野（福祉）、伊賀白鳳（ヒューマンサービス）【単】

農業 四日市農芸、久居農林、相可、明野、伊賀白鳳（生物資源・フードシステム）【単】

商業
四日市商業、津商業、白山（情報コミュニケーション）、宇治山田商業、松阪商業【単】、
伊賀白鳳（経営）【単】、尾鷲（情報ビジネス）【単】

その他
桑名（理数）、川越（国際文理）、神戸（理数）、稲生（体育）、
飯野（英語コミュニケーション・応用デザイン）、津西（国際科学）【単】、松阪（理数）、
松阪商業（国際教養）【単】、上野（理数）

総合学科 いなべ総合学園、飯南、昴学園、鳥羽、あけぼの学園、名張、木本 【すべて単位制】

普
通
科

※【単】は単位制

８ その他の参考データ
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大学等進学率 ４５．８％（R2.3卒）

就職率 ３２．６％（R2.3卒）

専修学校（専門課程）進学率 １４．.７％（R2.3卒）

④県立高等学校卒業者（全日制、定時制、通信制）の進学率、就職率の推移

８ その他の参考データ

（出典）三重県教育委員会調べ
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